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法面（のりめん）：
切土・盛土することにより
人工的につくられた斜面

モルタル・コンクリート吹付工：
岩盤の風化や侵食を抑えることを目的に、
モルタル・コンクリートを吹き付け保護する工法。
※吹付られた法面を吹付法面という。

■モルタル・コンクリート吹付工

⇒昭和40年代後半から現在までに非常に多くの

⇒施工実績がある。

■古いものは施工後50年以上が経過

⇒昨今、吹付面の剥離・剥落及び崩落による災害が

⇒発生するなど、吹付法面の老朽化が問題と

⇒なっている。

吹付材自体の劣化
吹付材と背面地山の

密着性の低下
吹付材背面地山の
風化による不安定化

■老朽化機構を吹付法面の構造部位により整理
■現象：ひび割れ、表面剥離、吹付材の強度低下



■現象；空洞、吹付自体の滑動（スライド）
吹付背後の空洞化

法尻付近の変状
（側溝破損等）

■現象；開口ひび割れ、はらみ出し、崩壊

割れ目沿いの緩みによる
はらみ出し・岩盤崩壊

 老朽化した吹付コンクリートのはつり取り
+新たに法面工と地山補強土工で対策

産業廃棄物

■大きな仮設防護柵の費用や産業廃棄物の処理費用に
よりコストが高い傾向にある。

■表層風化部の整形・除去が難しく、風化部が残る。

危険作業大規模な防護柵

 老朽化した吹付コンクリートのはつり取り
+新たに法面工と地山補強土工で対策

対策後の法面

■対策要求性能に対して、過剰な対策となる場合もある。

■作業効率の面から、経済性が劣る。

老朽化吹付法面

•地山補強土工
•背面空洞注入工
•吹付受圧板工
•増厚吹付工
•水抜き孔設置工
•背面空洞注入工

要素技術

吹付材をはぎ取らず法面を補強

老朽化吹付法面の補強工 ■老朽化吹付法面の吹付材をはつり取ることなく、繊維補強モルタル吹付に
より吹付材表面の被覆を図り、吹付受圧板と地山補強土工を組み合わせて、
法面を補強する工法

■繊維補強モルタルと補強部材を組合せロックボルト用の吹付受圧板を構築
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搬入路の確保や資機材の
設置が困難である

吹付材が全面にわたり
著しく内部まで劣化している

背面地山が風化している

想定崩壊深さ3m以上

想定崩壊深さ2m以上

吹付受圧板工法

適用性が低い：他工法の検討

適用性が低い：既設吹付材の更新検討

適用性が低い：既設吹付材の補修検討

適用性が低い：グラウンドアンカー工の検討

適用性が低い：地山補強土工と格子枠工の
適用の検討
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繊維補強モルタル
有機繊維をモルタル中に分散（1vol%）
⇒ひび割れに対する抵抗性や靭性の改善を図った複合材料

B C ファイバー

鋼繊維補強コンクリートの曲げ強度および
曲げタフネス試験方法（案）（JSCE‐G 552‐2007）
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※供試体□10cm、L=40cm

繊維補強モルタル 試験結果（一例）
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■吹付受圧板の構成 繊維補強モルタル＋補強部材

補強部材

・主筋：D１３

・溶接金網 D5以上@150

繊維補強

モルタル
吹付受圧板

許容荷重：56kN

■吹付で受圧板を構築するため、施工面に対して確実
に密着でき不陸調整は不要

■受圧板の配置間隔は、最大2.0mまで可能

■法面工低減係数、0.7～1.0を選定することが可能

既設品タイプ受圧板の課題

施工面と受圧板との間に

密着不良部が発生し易い

地山補強土工、下地処理完了
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